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１． 研究の背景と目的 

海洋では，地球温暖化に伴う海水温や海面水位

の上昇，海洋酸性化，海洋ゴミなど喫緊に解決す

べき課題が山積している．こうした状況を打開す

るためには，人々の海洋への関わりと環境保全意

識の向上が必須であり，特に次世代の子どもたち

に向けた「海洋教育」の重要性が高まっている．

実際，日本政府は，2025 年までに全ての市町村で

海洋教育が実践されることを目標に掲げ，2017 年

の小・中学校学習指導要領の改訂では，海洋に関

する教育内容の充実が図られた[1]． 

一方，海洋教育において身につけるべき指針と

して，国際的に「海洋リテラシー」が議論されて

いる．日本では，角皆ら[2]が，海洋リテラシーを

「海洋に関する知識，教養を得て，それを活用す

る能力」としてとらえ，「海が人類に与える影響と

人類が海に与える影響を理解すること」と定義し

た．しかし，海洋は広大であり，学ぶ内容が多様

であるため，海洋リテラシーの獲得のための効果

的な教育手法が確立されているとは言い難い．さ

らに，教育においてはその効果を検証することも

重要であるが，日本における海洋教育の効果の研

究は，子どもたち（小学生）を対象とした教育内

容とその評価を関連づけた研究は少ない． 

本研究では，小学生を対象とし，海洋教育に関

する効果的な教育手法の確立を目指すことを目的

とした．具体的には，人と海とが密接に関わる沿

岸域である里海に着目し，海への態度を養うこと

を目標とした教育実践例を示し，その評価法を検

討した．本研究により，様々な地域で実践されて

いる教育プログラムの客観的な評価を可能とし，

海洋教育の発展に寄与することを目指す． 

２． 研究方法 

研究は，以下の三段階で分析と検討を行った． 

第一に，海洋教育の特性を明らかにするために，

「海洋リテラシー」の概念の整理を行った．第二

に，教育目標とその効果を測定するために，定量

と質的調査法を用いて海洋教育の構成要素を検討

した．第三に，これまで海洋教育で使われてきた

先行研究の評価法を踏まえ，里海の教育活動に活

用した場合の課題を検討し，小学校で予備調査を

行った．評価法の対象は，自然に対する感性を磨

くために重要な段階であることから，初等教育と

し，小学生 3 年生以上とした．調査地域は，環境

省の里海創生支援海域の一つである石川県の能登

半島に位置する穴水町とした．これらの結果をも

とに里海を活用した新たな教育プログラムと評価

法を提案した． 

 

３．結果と考察 

3-1. 「海洋リテラシー」の概念整理 

海洋リテラシーは、前述のように 2000 年代はじ

めに「海と人がそれぞれに与える影響を理解する

こと」と定義された．2024 年現在では，地域やあ

る特定の共通社会の中で受け継がれてきた文化や

知恵を含んでいると言える[3]． 

 

3-2. 海洋教育の構成要素に関する検討 

[調査 1]：全国の小学生を対象に実施された「全国

海洋リテラシー調査」の結果を用いた重回帰分析

による 2 次分析結果から，学校教育における「海

洋リテラシー」は，実際には学習指導要領の範囲

内に含まれている知識の量を測定するものであっ

た．一方で，海洋教育で求められる能力には，学
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校教育の外で育まれる能力があることも明らかに

なった． 

[調査 2]：海辺の地域に暮らす高校生 29 名に対し

て， 海への関心や意識を問うアンケート調査を行

った．設問は，環境教育の目標として用いられて

いる「関心・知識・態度・技能・評価能力・参加」

を基にして海洋教育に適合した質問に置き換えて

作成し，幼少期の海での体験の有無と，「海への態

度」を測定する 7 分類 20 項目（20 問）とした．

その結果，幼少期の海での体験の有無が，その後

の海に対する感情に大きく影響することが明らか

になった(表 1)．一方で，海の環境に対する意識

や配慮，行動意欲は，海での体験の有無に関わら

ず高かった．このことにより，これらの項目は教

育により向上が見込める可能性があることが示唆

された． 

 

[調査 3]：海と環境をテーマに学んでいる都心の大

学生 2 名を対象として，海の環境に対するインタ

ビュー調査を行った．その結果，親しみのある身

近な海の環境変化を目の当たりにすることが，責

任感や行動意欲に結び付くことがわかった．また，

「海の環境を守る」「海に対して思いやりを持つ」

といった海への意識は，体験的な学習や日常で接

する情報などからも育めることがわかった． 

 

3-3. 新たな評価法の検討 

[調査 4]：これまでの結果と先行研究の検討結果か

ら，「地域の海への関心や知識を高めることが，行

動意欲につながる」という仮説を立てて新たに評

価票を作成し，その検証を行った．実際に小学校

3～6 年生を対象に，授業の前後でアンケート調査

を行った．授業では，それぞれの学年でカキの養

殖場の見学（カキ学習）を体験した児童に対して

行い，カキを育む生態系やカキの体のつくりなど

を学習した．調査には，授業内容に合わせた地域

の海に関わる知識を問う項目を加えた． 

 

 その結果，「海の魅力について，知らない人にも

伝えていきたい」の問いの回答が，事後にすべて

の学年で上昇した．一方で，5・6 年生は，3 年次

に学習したカキの知識の定着が低く，継続的・反

復的な学習の必要性も明らかとなった． 

3-2，3-3 の調査結果を踏まえ，「逆向き設計」論
[4]（Wiggins，McTighe 2012）を用いて，里海にお

ける海洋教育の新たな評価指標とプログラムの設

計を試みた．この理論では，「教育目標」，「教育評

価」，「学習経験と指導の計画」を三位一体のもの

として単元を設計する．教育目標を「海への関心・

気づき」「地域の海への関心」「海への配慮意識」

「行動意欲」の 4 分類とし，評価尺度に細分化し

た．評価票は児童向けのものと，指導者向けの 2

種類を作成した．また，プログラムを 3 段階のス

テップとして構成し，さらに授業の内容に関連し

て児童が書いた絵や文章表現から評価するパフォ

ーマンス評価も組み込んだ． 

 

４． まとめと今後の課題 

今回の研究結果から，地域の特性を活かした評

価項目を設定することで，里海での教育活動の効

果を測ることが可能であることが明らかになった．

日本における海洋教育の特性は，生活に密着した

里海において，地域固有の営みや文化が体験でき

ることである．こうした様々な知見や経験をもと

に，持続可能な社会と自然環境のバランスを考え

行動できる人材の育成が望まれる．その実現のた

めに，地域文化が色濃く残る里海を活用すること

が有効であると考える．一方で，海洋教育を通し

て得られる非認知的な能力や，地域文化の中に存

在する言語化されていない知識や知恵をどのよう

に評価項目に組み込むかという検討課題が残った．

また，2024 年 1 月 1 日に発生した能登半島地震に

より，新たな評価法の実践は困難となったが，今

後は，評価法の妥当性や信頼性，実用性などをさ

らに検証し，広く活用していきたい． 

 

５． この助成による発表論文等 

①学会発表（ポスター展示） 

[1]齋藤雅代，里海を活用した小学生対象の海

洋教育事例～能登半島の小学校における海育

の取り組み～，日本海洋教育学会第 1 回大

会，2024 年 2 月 11 日，東京大学本郷キャン

パス理学部 1 号館小柴ホール 
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